　　　　　　　　　　漁船共済保険事業補助金交付要綱　　　　　

（目　的）

第１条　この要綱は、漁船につき、不慮の事故による損害の復旧及び適期における更新を容易にし、もって漁業経営の安定に資することを目的とする。

（漁船損害補償）

第２条　漁船損害補償は、漁船保険組合が行う漁船保険事業及び政府が行う再保険事業により行う。

（定　義）

第３条　この要綱による「漁船保険」とは、漁船を保険の目的として行う相互保険をいう漁船とは以下に規定する漁船をいう

（１）　もっぱら漁業に従事する船舶

（２）　漁業に従事する船舶で漁獲物の保蔵又は製造の設備を有するもの

（３）　もっぱら漁場から漁獲物又はその製品を運搬する船舶

（４）　もっぱら漁業に関する試験、調査、指導若しくは練習に従事する船舶又は漁業の取締に従事する船舶であって漁ろう設備を有するもの

２　漁船保険は、普通保険及び特殊保険とし、普通保険は、普通損害保険及び満期保険とする。

３　特殊保険とは、戦争、変乱その他政令で定めるこれに準ずるものによる滅失、沈没、損傷その他の事故により損害が生じた場合に保険金額   を支払う保険をいい、「普通損害保険」とは、特殊保険事故以外      の滅失、沈没、損傷その他の事故により損害が生じた場合に保険      金額を支払う保険をいい、「満期保険」とは保険期間が満了した      場合又は保険期間中の普通損害保険事故により損害が生じた場合      に保険金額を支払う保険をいう。

（補助金の額）

第４条　第１条の目的を達成するため、市は予算の範囲内においてその費用の一部を補助するものとする。

（補助金の交付申請）

第5条 補助金の交付申請は当該漁業協同組合が補助金交付申請書に次に揚げる添付書類を添えて市長に提出しなければならない。
(1)事業計画書

第５条の２　
（補助金の交付決定及び通知）

第６条　市長は、前条の規定による申請書の提出ガあった場合は、当該申請に係る書類を審査し、当該申請が適当であると認めたときは、補給金の交付決定を行いその旨を補助金交付決定通知により通知するものとする。

２　市長は、前項の補助金の交付の決定にあたり、これに必要な条件を付することがある。

　　附　則

　　　　　この要綱は平成　３年　４月　１日から施行する。
